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子供の移動自由性（Children Independent Mobility; CIM）とは，子どもが大人からどの程度独立した移動

が許容されているかという考え方であり，近年，子どもの移動のあり方を考える上で国際的に重要なファ

クターとなっている．CIMに着目した調査研究は，Policy Studies Institute (以下，「PSI」と記す) によって，

1971 年に英国を対象に初めて行われた．1990 年には英国と西ドイツ，2010 年には英国，ドイツを含め 16

カ国において実施された．その際， 6つのライセンスという考え方が用いられた．本研究では，この 6つ

のライセンスという考え方に着目し，全国を対象としたアンケート調査結果を用いて，日本における CIM

の現状について報告する． 
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1. はじめに 

 

「子供が大人からどの程度独立した移動が許容されて

いるか」は，Children Independent Mobility (CIM；子供の移

動自由性)と呼ばれ，近年，子供の移動のあり方を考え

る上で国際的に重要なファクターとなっている． CIM

が高ければ，子供の健康状態が良いといったことなど，

社会的にも良いとされる 1)．また，将来，大人になった

ときに，自らの子供の子育てのみならず，まちづくりの

考え方等に，子供時代の経験が影響すると考えられるた

め，CIMはまちづくりを含め，極めて重要なテーマであ

るといえる．しかしながら，我が国においては，CIMに

関する研究は極めて少ないたとえば，2), 3)．一方の海外に目を

向けると，1970年以降，Policy Studies Institute (以下，「PSI」

と記す) によって調査研究がなされてきた．このときに

CIMを評価する指標として，「6つの License」 という考

え方が提案された．この「License」は，子供の「移動」

について，親からの独立（移動の許可）という意図で，

日本語では「許可」にあたる． PSIは 1971年，1990年，

2010年と 3時点にわたり，この「6つの License」を用い

て実態調査を行ってきた 1)．本研究では，この考え方を

用いて，日本全国を対象に，CIMの実態について把握す

る． 

 

 

2. 本研究で採用した CIM評価指標 

 

本研究では，PSI が実施した 「6 つの License」を利用

することとした．具体的には，以下のとおりである．な

お，すべて子供が単独での外出行動である． 

(1) 登校することができる． 

(2) 学校以外の自宅近くへ歩いて行くことができる 

(3) 幹線道路を自転車で横断することができる 

(4) 公共交通を利用することができる 

(5) 幹線道路を横断することができる 

(6) 暗くなってから外出することができる 
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日本の場合，小学校 1年生になると，子供のみで登下

校するケースがほとんどであるため，本研究は登下校の

実施状況について，詳細に把握することとした． 

 

 

3. アンケート調査の概要 

 

本研究で実施したWebアンケート調査の概要を表-1に

示す．全国の小学生の子供を持つ親を対象に，もっとも

年齢の低い子供について，登下校の状況，6 License の状

況などをたずねた．都道府県別の傾向分析を行うために，

最低 90 票以上となるように，調査票を割り付けた．そ

の結果，図-1に示すように都道府県別にサンプルが得ら

れた．また，得られたサンプルの子供の状況は図-2に示

すとおり，小学 1年生が最も多く，学年があがるにつれ，

サンプルが少なくなった． 

 

表-1 web アンケート調査の概要 

 

 

図-1 都道府県別有効回答数 

 

図-2 得られたサンプルの最年少の子供の年齢と性別 

 

3. 親世代と比較した子供の CIMの状況 

 

日本における CIM の状況について，今の子供の状況

に加え，親が子供だった頃と比較した．まずは，登校に

ついてである．図-3に登校の状況について，整理した．

その結果，集団登校している割合が最も高く，子供で

49.3%，親が子供だった頃で55.5%となった．親が子供だ

った頃に比べて，集団登校の割合が減少していることが

わかった．また，一人で登校している割合がついで高く，

子供で 15.2%，親が子供だった頃で 18.2%．子供複数人

の子供のみでの登校は，子供で 14.8%，親が子供だった

頃で 15.6%となった．これら上位 3つについては，すべ

て親が子供だった頃に比べて，今の子供の割合が低下し

ている．一方で，今の子供の割合が増加したものとして，

自動車，スクールバス，親の付き添いとなっており，子

供単独で登校スル割合が相対的に低下していることがう

かがえる．つぎに，都道府県別にみた集団登校をしてい

る割合を示したものが図-4である．これによると，都道

府県別によって集団登校の割合が異なっていることがわ

かった． 

つぎに，学校以外の自宅近くへ歩いて行くことができ

る学年については，図-5に整理した．その結果，今の子

供でみると，最も割合が高いのが小学 3 年生以降で

21.7%，ついで小学 1年以降で 20.5%となった．一方の親

が子供だった頃では，小学 1年生以降で 24.8%が最も高 

 

 

図-3 登校の状況 

 

図-4 都道府県別にみた集団登校の状況 

調査名 子供の活動に関するアンケート調査

対象者 小学生の子供がいる全国の人
都道府県別に94票以上となるように，サンプルを割り
付け

アンケート方法 WEBアンケート
NTT docomoのプレミアパネル

調査期間 2022年3月14日-2022年3月21日

有効回収数 4,324 サンプル

アンケート項目 個人属性（子供の学年，性別）
登下校の状況（集団登校，交通手段，所要時間等）

6 License
現在の子供への許可状況，
親が子供だった時の状況

外出行動の頻度（子供，親）
安全性
子供の携帯電話，スマートフォンの保有状況
自宅周辺の交通安全，防犯の状況，

自宅周辺の交通状況（公共交通利便性，自動車保有台数）
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く，ついで小学 1 年未満の 24.1%，小学 3 年生以降の

18.3%となった．子供も親が子供だった頃も 2 極化して

おり，小学 3年生未満か小学 3年生以降でわかれている

傾向にある． 

 つぎに，幹線道路を一人で自転車で横断できる学年に

ついては，図-6に整理した．その結果，今の子供でみる

と，最も割合が高いのが中学 1年以降で 22.7%，ついで

小学 4年以降で 18.0%となった．一方の親が子供だった

頃では，小学 3年生以降で 20.1%が最も高く，ついで小

学 4年以降の17.1%，小学 1年生以降の 13.8%となった．

親が子供だった頃に比べて，今の子供の移動自由性が失

われていることがわかる． 

 つぎに，公共交通を一人で利用できる学年については，

図-7に整理した．この結果から，今の子供でみると，最

も割合が高いのが中学 1年以降で 52.6%，ついで小学 5

年以降で13.3%，小学6年以降の11.9%となった．一方の

親が子供だった頃では，中学 1年以降で 39.2%が最も高

く，ついで小学 5年以降の 13.2%となった．親が子供だ

った頃では，小学 1年生未満や小学 1年生以降がそれぞ

れ 4.3%，5.6%と今の子供に比べて，高い傾向にあるこ

とが特徴的で，今の子供の移動自由性が失われているこ

とがわかる． 

 つぎに，幹線道路を一人で横断できる学年については

図-8に整理した．この結果から，今の子供でみると，最

も割合が高いのが中学 1年以降で 52.6%，ついで小学 5

年以降で13.3%，小学6年以降の12.3%となった．一方の

親が子供だった頃では，小学 1年以降で 23.5%が最も高

く，ついで小学 3 年以降の 19.6%，小学 1 年生未満の

17.2%となった．親が子供だった頃よりも，今の子供の

移動自由性が失われていることがわかる． 

 つぎに，暗くなってから一人で外出できる学年につい

ては，図-9に整理した．その結果，今の子供でみると，

最も割合が高いのが中学 1年以降で 80.2%，ついで小学

5年以降で 5.7%，小学 6年以降の 4.6%となった．一方の

親が子供だった頃では，中学 1年以降で 45.3%が最も高

く，ついで小学3年以降の10.7%，小学4年生以降の9.7%

となった．親が子供だった頃よりも，今の子供の移動自

由性が失われていることがわかる． 

 

 

4. 都道府県別にみた 6ライセンスの状況 

 つぎに，都道府県別に，今の子供の CIM の状況につ

いて整理した．自宅近くへ一人で外出できる学年につい

てみると（図-10），北海道，神奈川県，京都府，大阪

府，兵庫県，和歌山県，広島県，高知県，佐賀県，熊本

県で早い学年で許可している．一方で，岩手県，栃木県，

群馬県，長野県で遅い学年にならないと許可していない

傾向にあることがわかる． 

 つぎに，幹線道路を一人で自転車で横断できる学年に

ついて整理したものが図-11である．この図から，全体 

 

 

図-5 自宅近くへ一人で外出できる学年 

 

図-6 幹線道路を一人で自転車で横断できる学年 

 

図-7 公共交通を一人で利用できる学年 

 

図-8 幹線道路を一人で横断できる学年 

 

図-9 暗くなってから一人で外出できる学年 
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図-10 都道府県別にみた自宅近くへ一人で外出できる学年 

 

図-11 都道府県別にみた幹線道路を一人で自転車で横断でき

る学年 

 

図-12 都道府県別にみた公共交通を一人で利用できる学年 

 

図-13 都道府県別にみた幹線道路を一人で横断できる学年 

 

図-14 都道府県別にみた暗くなってから一人で外出できる学

年 

 

的には，許可する学年が遅めの傾向にある．その中でも，

福島県，長野県，長崎県，鹿児島県で，特に遅い傾向に

あることがわかる． 

 つぎに，図-12 は，公共交通を一人で利用できる学年

について整理したものである．この図から，全体的に，

許可している学年が遅い傾向にある．その仮名でも，埼

玉県，千葉県，東京都，神奈川県，静岡県，京都府，大

阪府，兵庫県，高知県は，相対的に早い学年で許可して

いる． 

 つぎに，図-13 に幹線道路を一人で横断できる学年を

整理した．遅めの学年で許可を出すのは，青森県，岩手

県，秋田県，福島県，茨城県，栃木県，群馬県，石川県，

福井県，長野県，滋賀県，香川県，大分県，宮崎県，鹿

児島県となった． 

 つぎに，図-14 には，暗くなってから一人で外出でき

る学年について整理したものである．この図から，ほと

多くの都道府県で，中学生以降でなければ許可をしない

となっている．その中で，東京都，神奈川県，大阪府は

相対的に，早い学年で許可している． 

 以上より，都道府県によって，子供が一人で移動する

ことを許可する学年が異なっていることがわかった．ま

た，大都市圏ほど許可する学年が早い傾向にあることが

わかった．一方で，許可する学年が遅めの傾向にある県

についてもおよそ特定できそうであることがわかった． 

 

 

5. おわりに 

 本研究では，日本の CIM の実態を把握することを目

的に，PSI で提案された 6 License の考え方を援用した．

その結果，親が子供だった頃と比べて，今の子供たちの

CIMが低下していることがわかった．また，都道府県に

よって，CIMの程度が異なっていることがわかった． 

 さて，本研究では，6 License の考え方に基づいて，

CIMの実態を把握することにとどまっており，なぜ，こ

のような結果になったかについては，今後の課題とした

い． 
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